
2款　1項　14目

【会計】一般会計

2款：総務費　1項：総務管理費　14目：地域振興費

34

【予算額】

一般財源 国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財

8,000千円 1,500千円

【事業の概要】

【予算額の節別内訳】

予算額

1 報酬

市民協働推進委員会委員報酬 153千円

8 旅費

費用弁償 24千円

10 需用費

消耗品費 20千円

12 委託料

広報誌発行等委託料 500千円

18 負担金補助及び交付金

市民協働事業助成金 1,500千円

地域まちづくり事業交付金 7,303千円

9,500千円

事業の概要

・市民協働推進委員会において、市民協働を推進する施策を全般的に審議します。
・地域まちづくり事業を実施する団体に対して助成金の交付及び技術的支援を行います。
・事業の採択を受けた市民公益活動団体に対して助成金の交付（対象経費の1/2以内、上限50万円）及び技
術的支援を行います。
・市民協働に関する情報誌の発行を行います。

令和6年度　当初予算要求事業内容説明書

第5章　市民とともに創る　多様性のある　持続可能なまち
         （市民参加・自治体運営）

施策1　地域における市民活動を支援します

事業 市民協働推進事業

担当所属 自治人権推進課

予算要求額
（財源内訳）

9,500千円

基本施策1　コミュニティ

市民協働推進委員会委員報酬（10人分）

市民協働推進委員会委員報酬（10人分）に対する交通費

事業の目的

・市民参画による政策形成を行い、市民の意見をまちづくりに生かすことを目的とします。
・市民協働への理解促進とまちづくり参加機運の喚起を図ります。
・地域特有の課題解決や地域の活性化等を図ります。
・NPOやボランティア団体による公益活動を促進し、地域課題の解決及び地域の活性化を図ります。

事業の効果

・市民目線の意見や公平・公正な助言により、透明性の高い行政運営への取組が向上します。
・自治会単位を超える範囲での地域課題の解決や、近隣の自治会間の連帯意識の醸成、情報共有による地
域の活性化が期待されます。
・市民協働や公益活動に対する意識、市民のまちづくり活動参加意識が醸成されます。

節 説明

地域まちづくり事業交付金

計


